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Summary
　　We examined in this study the factors aﬀ ecting the number of station users with data, which 
collect using GIS (Geometric Information System). The estimation lead us results that the number 
of residents and offices and existence of universities around the station so on are important 
factors. This information is useful when considering the urban planning such as compact city in 
the context of population decline and severe public ﬁ nance. 
１．問題意識と研究目的
　国ならびに地方自治体は今日、少子化に伴う大幅な人口減少や長寿化による急激な高齢化の進
展、厳しい財政状況といった課題に直面している。国立社会保障・人口問題研究所の予測によれ
ば、総人口は2007年にピークの１億2,777万人に達して以降減少し続けており、2048年には
１億人を割り込むとされている。2014年度末でみたとき、国債残高は800兆円以上、地方債残
高も200兆円にまで達すると見込まれている１）。これらの問題は、今後のわが国の経済成長にも
重要な影響をもたらすといわれている。
　一方、三位一体の改革と銘打った税と補助金の改革などを経て、地方分権や地域主権に関する
議論も盛んになってきている。分権型社会のもとでは、都市は政治や経済、社会、文化等の中心
としてより重要な役割を担う必要があると考えられる。隣接する都市あるいは遠く離れた都市と
の競争も激しさを増すなかで、いかにして魅力を蓄えていくのか真剣に検討しなければならない
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ことはいうまでもない。
　このように考えてくると、成長の拠点としての都市、特にさまざまな機能を担う中心市街地の
活性化はこれからの重要課題であるといえそうである。かつての中心市街地は居住や商業、各種
業務、文化・娯楽などさまざまな機能を担っていた。しかし、モータリーゼーションの進展に伴
う人びとの生活スタイルの変化、地価の高騰、郊外のバイパス整備などがあいまってスプロール
化が進み、これらの機能は分散していった。中心市街地の空洞化が多くの都市において深刻な問
題になっているのは、周知の事実である。
　近年では、人口減少や高齢化に対応しながら、中心市街地の活性化に資することのできるまち
づくりの方法として、コンパクト・シティ２）に関する議論が盛り上がりをみせている。既存の
公共交通を活用しながら、たとえば駅周辺などへ都市機能を集積させることで、高齢者や子育て
世代にもやさしく、財政の効率化も追求しようというまちづくりの考え方である。
　このような視点から本研究では、駅周辺の状況に関するデータを用いて実証分析を行い、駅利
用者数に影響を与える要因を明らかにしたい。駅利用者数に影響を与える要因としての駅周辺の
状況に関する検証は、単なる駅需要の研究を超え、駅を中心としたまちづくりのあり方について
検討する上でも役立つ情報提供になると考えられる。
　本稿の構成は次のとおりである。第１節では本研究の問題意識と研究目的について既に述べた。
第２節では先行研究のサーベイを行い、本研究の位置づけを明確にする。第３節では東京都多摩
地域ならびに神奈川県東部地域における各駅とその周辺状況のデータを用いて実証分析を行い、
駅利用者数に影響を与える要因について明らかにする。第４節はまとめと残された課題である。
２．先行研究のサーベイと本研究の位置づけ
　駅利用者数に影響を与える要因を探ろうとする本研究にとって、鉄道の交通需要予測を実施す
る際に用いられる方法は役に立ちそうである。鉄道の交通需要予測では、４段階推定法や駅勢圏
法が用いられている。
　４段階推定法では、予備段階：予測対象地域をゾーンにわけるゾーニング３）、第１段階：各ゾーン
の発生交通量と集中交通量の予測、第２段階：ゾーン間の交通量の予測、第３段階：ゾーン間の移
動で利用される交通機関分担の予測、第４段階：ゾーン間の移動で利用される経路配分の予測とい
うステップを踏む。４段階推定法は、確実性・安定性に優れた実用的な手法として活用事例も多いが、
交通網が発達した大都市圏ではネットワークの複雑な計算が必要になるという問題があるとされる。
　他方、駅勢圏法では、予備段階：予測対象とする駅・路線の設定、第１段階：駅勢圏の設定、
第２段階：駅の乗降旅客数の予測モデルの構築、第３段階：沿線の状況や再開発計画などの考慮
というステップを踏む。駅勢圏とは、ある駅を中心としてその駅の利用、すなわちその駅に対す
る需要が一定以上存在する範囲のことである。駅勢圏法は、鉄道網の成熟した大都市圏における
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交通需要予測に適しているとともに、４段階推定法のゾーンにこの駅勢圏という概念を適用する
ことによって作業を大きく簡略化できるとされる。
　繰り返しになるが本研究では、駅利用者数に影響を与える要因としての駅周辺の状況を明らか
にすることで、まちづくりの方針に役立つ情報提供をすることに興味がある。加えて本研究では、
鉄道網の発達した東京都多摩地域ならびに神奈川県東部地域における駅・路線のデータを用いて
推定を行う。したがって本研究では、駅勢圏法の考え方を適用してデータの作成ならびにモデル
の構築を行うこととする。
　なおデータの作成にあたっては、地理情報システム（Geographic Information System, 以下
GIS）４）を活用する。GISの普及によって近年、市町村や町丁目などの行政境界よりもさらに狭い
エリアを対象とした統計を扱える可能が広がっている。本研究では、駅勢圏として捉えられる駅
から一定範囲における人口や人口構成、各種施設等の状況に関するデータを用いて推定を行う点
にも特徴があるといえよう。
　ところでコンパクト・シティについては、海道（2001）によって概念の整理や海外事例の紹
介がなされて以降、関連するたくさんの研究が見受けられるようになった。コンパクトなまちづ
くりを実践している富山市などを取り上げた事例研究は少なくないが、人口減少へ対応していか
なければならない中で厳しさを増す地方財政の効率化の観点からその意義について検証を試みた
川崎（2009）や牧野ほか（2009）、関口（2012）といった研究もある。
　その一方で、既存の公共交通の活用という視点からまちづくりのあり方について議論した研究
はほとんど見当たらない。中心市街地の活性化に関する研究について調査してみても、個別の商
店街や駅周辺を取り上げた事例研究は存在するものの、魅力的な中心市街地の形成に求められる
要因について一般的視点から、さらにはそれを実証的に解明しようとした研究は非常に少ない。
このような研究としては、コンパクト・シティと中心市街地活性化の関係を地代という指標をと
おして検証した関口（2013）や、駅周辺の商業に影響を与える要因についてGISデータを用いて
検証を試みた中村（2014）をあげることができる。
　このようなことから、駅利用者数に影響を与える要因としての駅周辺の状況を明らかにしよう
とする本研究の意義は、単なる駅利用者数の研究にとどまらず、既存の公共交通を活用したまち
づくりのあり方に資する情報提供としても価値をみいだせると考えられる。
３．実証分析
３．１　分析方法とデータ
　駅利用者数に影響を与える要因を明らかにするために、次のようなモデルを用いて最小二乗法
（Ordinary Least Squares, OLS）による推定を行う。
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駅利用者数 ＝ F（駅周辺の人口・人口構成、駅周辺の各種施設、駅の特性）
　本研究の推定に用いる被説明変数ならびに説明変数は、以下のとおりである。
　駅利用者数には、駅乗車人員数（単位：千人・年）を対数変換して用いている。
　駅周辺の人口・人口構成には、駅を中心として一定範囲の定住人口（単位：人）（以下、駅周
辺人口）ならびにその人口構成比率を用いる。人口構成比率とは、19歳未満人口比率（単位：－）
（以下、19歳未満人口比率）と同65歳以上人口比率（単位：－）（以下、65歳以上人口比率）で
ある。駅周辺人口は、潜在的な駅利用者数を表しているといえよう。また、人口構成比率を用い
ることによって、説明変数として用いない19～ 64歳人口と比して、他の世代の駅利用状況を確
認することができるだろう。
　駅周辺の各種施設としては、駅を中心として一定範囲の事業所数（単位：千箇所）ならびに商
業施設数等、大学数（単位：箇所）、病院数（単位：箇所）を用いる。商業施設数等とは、床面
積1,000m2以上の商業施設数（単位：箇所）（以下、商業施設数［1,000m2以上］）あるいは同3,000m2
以上の商業施設数（単位：箇所）（以下、商業施設数［1,000m2以上］）、店舗数（単位：百箇所）、
売り場面積（単位：千m2）である。これらの説明変数は同時にモデルに組み込むわけではなく、
ひとつひとつ出し入れして推定結果を示すこととする。
　ここで、上述した「駅を中心として一定範囲」あるいは「駅周辺」、すなわち先行研究のサー
ベイで触れた「駅勢圏」に関する本研究の定義を説明しよう。
　国土交通省の報告書５）によれば、首都圏では駅を出てから目的地までの交通手段の約90％が
徒歩であり、その際の所要時間は大半が10分以内であるとされる。一方、「景品表示法」第12条
における公正競争規約では、「徒歩による所要時間は、道路距離80メートルにつき１分間を要す
るものとして算出した数値を表示すること」とされている。これにしたがえば、駅から徒歩で
10分の移動可能範囲は800mということになる。
　よって本研究では、駅を中心として一定範囲を駅から半径800m以内としてデータを作成し推
定を行っている（このデータを用いて推定したものを「モデル１－X」とする）。ただし、駅勢
圏法を用いた交通需要予測では、駅を中心に半径1,500mを駅勢圏とすることも少なくないこと
から、駅から半径1,500m以内としたデータも作成する（このデータを用いて推定したものを「モ
デル２－X」とする）。そして、これらのデータはいずれもGISを用いて収集している６）。
　駅の特性には、急行停車駅ダミー（急行停車駅＝１、その他＝０）ならびに路線ダミーを用い
る。路線ダミーとは、京王電鉄ダミー（京王電鉄＝１、その他＝０）、小田急電鉄ダミー（小田
急電鉄＝１、その他＝０）、東京急行電鉄ダミー（東京急行電鉄＝１、その他＝０）、多摩都市モ
ノレール・ダミー（多摩都市モノレール＝１、その他＝０）のことである。急行停車駅ダミーを
用いることで、急行が停車するターミナル性の高い駅とそうでない駅における駅利用者数の構造
的な違いを明らかにできる。また路線ダミーを用いることによって、説明変数として用いていな
いJR東日本の路線との比較として、これらの路線ごとの駅利用者数の差異を示すことができよう。
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　最後に分析対象とする駅は、町田市と立川市、府中市、稲城市、多摩市、日野市、八王子市、
調布市、東大和市、横浜市、川崎市、相模原市、大和市、座間市、海老名市、厚木市、伊勢原市、
秦野市、小田原市、藤沢市、松田町、開成町における163駅である７）。
　なお、各変数の概要ならびに記述統計量は表１と表２にそれぞれまとめてある。
表２　記述統計量
表１　各変数の説明
注：駅から半径800m以内あるいは半径1,500m以内のデータは、GISを用いて作成している。
■駅周辺800m以内
変数名 単位 標本数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
駅乗車人員 対数 163 8.415 1.141 5.130 10.963
定住人口 対数 184 9.467 0.600 6.425 10.391
19歳未満人口比率 割合 184 0.185 0.026 0.132 0.284
65歳以上人口比率 割合 184 0.153 0.035 0.076 0.273
事業所数 千箇所 185 0.677 0.682 0.000 3.693
商業施設数［1,000㎡以上］ 箇所 185 3.043 3.059 0.000 14.000
商業施設数［3,000㎡以上］ 箇所 185 0.827 1.299 0.000 6.000
店舗数 百箇所 121 0.109 1.609 0.000 7.186
売り場面積 千 ㎡ 121 23.533 39.550 0.000 180.194
大学数 箇所 185 0.157 0.457 0.000 2.000
病院数 箇所 185 0.751 1.028 0.000 8.000
急行停車駅ダミー － 185 0.357 0.480 0.000 1.000
京王電鉄ダミー － 185 0.195 0.397 0.000 1.000
小田急電鉄ダミー － 185 0.335 0.473 0.000 1.000
東急電鉄ダミー － 185 0.108 0.311 0.000 1.000
多摩都市モノレール・ダミー － 185 0.178 0.384 0.000 1.000
■駅周辺1,500m以内
変数名 単位 標本数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
駅乗車人員 対数 163 8.415 1.141 5.130 10.963
定住人口 対数 184 10.635 0.520 7.595 11.442
19歳未満人口比率 割合 184 0.188 0.019 0.151 0.263
65歳以上人口比率 割合 184 0.155 0.028 0.078 0.235
事業所数 千箇所 185 1.575 1.097 0.000 5.351
商業施設数［1,000㎡以上］ 箇所 185 7.265 4.878 0.000 22.000
商業施設数［3,000㎡以上］ 箇所 185 1.989 2.108 0.000 9.000
店舗数 百箇所 128 2.343 2.466 0.000 10.370
売り場面積 千㎡ 121 23.533 39.550 0.000 180.194
大学数 箇所 185 0.157 0.457 0.000 2.000
病院数 箇所 185 0.751 1.028 0.000 8.000
急行停車駅ダミー － 185 0.357 0.480 0.000 1.000
京王電鉄ダミー － 185 0.195 0.397 0.000 1.000
小田急電鉄ダミー － 185 0.335 0.473 0.000 1.000
東急電鉄ダミー － 185 0.108 0.311 0.000 1.000
変数名 単位 概　　要 出　　所
駅利用者数 対数 各駅における乗車人員数（／千人・年） 『東京都統計年鑑』（2009）／
『神奈川県交通関係資料集』（2009）
定住人口 対数 駅から一定範囲の定住人口 『平成17年度国勢調査』
19歳未満人口比率 割合 駅から一定範囲の19歳未満人口を定住人口で除して算出 〃
65歳以上人口比率 割合 駅から一定範囲の65歳以上人口を定住人口で除して算出 〃
事業所数 千箇所 駅から一定範囲の事業所数 『経済センサスー基礎調査』（2009）
商業施設数［1,000㎡以上］ 箇所 駅から一定範囲の店舗面積が1,000 ㎡以上の商業施設数 『商業統計調査報告』（2001）
商業施設数［3,000㎡以上］ 箇所 駅から一定範囲の店舗面積が3,000 ㎡以上の商業施設数 〃
店舗数 百箇所 駅から一定範囲の店舗数 〃
売り場面積 千 ㎡ 駅から一定範囲の売り場面積 〃
大学数 箇所 駅から一定範囲の大学数 －
病院数 箇所 駅から一定範囲の病院数 －
急行停車駅ダミー － 急行停車駅＝１，その他＝０ －
京王電鉄ダミー － 京王電鉄＝１，その他＝０ －
小田急電鉄ダミー － 小田急電鉄＝１，その他＝０ －
東京急行電鉄ダミー － 東京急行電鉄＝１，その他＝０ －
多摩都市モノレール・ダミー － 多摩都市モノレール＝１，その他＝０ －
注
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３．２　推定結果と解釈
　推定結果は表３に示してある。モデル１－１の推定結果を中心に確認していこう。
　駅周辺人口（単位：対数）では、正の有意な結果（有意水準１%）が得られている。駅周辺人
口が１％増加すると、駅乗車人員は0.405％増加することがわかる。このことから、駅利用者数
に正の影響を与える要因として、駅周辺、特に徒歩で駅を利用できる範囲における定住人口は重
要であるといえよう。
　19歳未満人口比率では有意な結果が得られていないが、65歳以上人口比率では負の有意な結
果（有意水準１%）が得られている。このことから、19～ 64歳人口と19歳未満人口のあいだの
駅利用に差異はみられないが、19～ 64歳人口と比して65歳以上人口の駅利用は少ないことが
わかる。
　事業所数（単位：千箇所）では、正の有意な結果（有意水準１%）が得られている。駅周辺の
事業所数が１千箇所増加すると、駅乗車人員数は0.463％増加することがわかる。これは、駅周
辺の事業所への通勤などのために、駅が利用されていることの表れであるといえよう。
　しかし、商業施設数［1,000m2以上］（単位：箇所）では有意な結果が得られていない。モデ
ル１－２～４に示してあるように、商業施設数［3,000m2以上］（単位：箇所）や店舗数（単位：
百箇所）、売り場面積（単位：千m2）といった同様の変数を用いてみたが、同様の推定結果となっ
ていることがみてとれる。一般に、商業施設が集積している駅では買い物等のために駅利用が増
加すると考えられるが、本研究の推定結果からはそのような行動が認められなかった。
　大学数（単位：箇所）では正の有意な結果（有意水準１％）が得られているが、病院数（単位：
箇所）では有意な結果が得られていないことにも注目してほしい。駅周辺への大学の立地は駅利
用者数に正の影響を与えるが、病院についてはそのようなことはいえないことになる。本研究に
おいて標本とした東京都多摩地区から神奈川県東部地区はそもそも公共交通の利用が多い地域で
あることから、数百～数千人の学生を集める大学のような装置でなければ推定結果に反映されな
い可能性がある。
　急行停車駅ダミーでは、正の有意な結果（有意水準１％）が得られている。急行停車駅はそう
でない駅に比べ、駅利用者数が多いことがわかる。被説明変数として用いている駅乗車人員は改
札を通過した人数であり、乗り換えなどの人数は加味されていないことから、急行停車駅では事
業所や商業施設、大学などへ行く目的以外でも乗り降りがあることがみてとれる。
　最後に路線ダミーについて確認しよう。小田急電鉄ダミーと東京急行電鉄ダミーでは有意な結
果となっていないが、京王電鉄ダミーと多摩都市モノレール・ダミーでは負の有意な結果（それ
ぞれ、有意水準10％と１％）となっている。このことは、JR東日本の路線と比べ、小田急電鉄
と東京急行電鉄の路線では差異がないが、京王電鉄と多摩都市モノレールの路線は利用者数が少
ないことを意味している。
　なおモデル２－１～４をみればわかるように、駅から半径1,500m以内に着目したデータを用
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表３　推定結果
注：括弧内の数値はt値である。また***、**、*はそれぞれ有意水準１％、５％、10％で有意であることを示す。
■駅から半径800m以内
被説明変数　　駅乗車人員（対数）
説明変数 単位 モデル１－１ モデル１－２ モデル１－３ モデル１－４
定住人口 対数 0.405*** 0.414*** 0.307** 0.312**
（3.122） （3.089） （2.203） （2.124）
19歳未満人口比率 割合 －4.299 －3.946 －2.966 －2.798
（－1.638） （－1.514） （－0.815） （－0.740）
65歳以上人口比率 割合 －5.235*** －5.536*** －7.251** －7.018***
（－2.905） （－3.000） （－2.573） （－2.643）
事業所数 千箇所 0.463*** 0.559*** 0.548* 0.653*
（3.441） （4.566） （1.773） （1.941）
商業施設数［1,000㎡以上］ 箇所 0.042
（1.623）
商業施設数［3,000㎡以上］ 箇所 0.043
（0.954）
店舗数 百箇所 0.081
（0.557）
売り場面積 千㎡ 0.001
（0.224）
大学数 箇所 0.283** 0.264** 0.244* 0.251*
（2.395） （2.270） （1.807） （1.855）
病院数 箇所 －0.024 －0.025 －0.102 －0.099
（－0.453） （－0.465） （－1.659） （－1.439）
急行停車駅ダミー － 0.844*** 0.843*** 0.942*** 0.943***
（7.441） （7.474） （6.501） （6.491）
京王電鉄ダミー － －0.297* －0.303* －0.208 －0.200
（－1.858） （－1.872） （－1.103） （－1.061）
小田急電鉄ダミー － 0.126 0.128 0.299 0.291
（0.840） （0.829） （1.281） （1.232）
東急電鉄ダミー － 0.121 0.139 0.395 0.383
（0.546） （0.617） （1.263） （1.211）
多摩都市モノレール・ダミー － －0.841*** －0.830*** －0.753*** －0.759***
（－3.880） （－3.819） （－3.172） （－3.157）
定数項 － 5.464*** 5.389*** 6.370*** 6.240***
（3.473） （3.345） （3.378） （3.411）
決定係数 0.671 0.667 0.686 0.686
標本数 163 163 100 100
■駅から半径1,500m以内
被説明変数　　駅乗車人員（対数）
説明変数 単位 モデル２－１ モデル２－２ モデル２－３ モデル２－４
定住人口 対数 0.392** 0.400** 0.389** 0.447**
（2.559） （2.584） （2.160） （2.267）
19歳未満人口比率 割合 －5.852 －6.052 －7.641 －7.787
（－1.328） （－1.377） （－1.180） （－1.218）
65歳以上人口比率 割合 －6.532** －6.399** －6.890 －5.944
（－2.518） （－2.445） （－1.563） （－1.433）
事業所数 千箇所 0.344*** 0.337*** 0.203 0.151
（2.897） （2.798） （0.785） （0.653）
商業施設数［1,000㎡以上］ 箇所 0.004
（0.243）
商業施設数［3,000㎡以上］ 箇所 0.018
（0.627）
店舗数 百箇所 0.001
（0.538）
売り場面積 千㎡ 0.004
（0.968）
大学数 箇所 0.115 0.119 0.091 0.095
（1.514） （1.567） （0.807） （0.846）
病院数 箇所 －0.081 －0.080 －0.073 －0.055
（－1.542） （－1.533） （－1.058） （－0.777）
急行停車駅ダミー － 0.992*** 0.988*** 1.097*** 1.094***
（7.982） （8.015） （6.561） （6.476）
京王電鉄ダミー － －0.356* －0.361* －0.412* －0.442*
（－1.911） （－1.944） （－1.677） （－1.791）
小田急電鉄ダミー － 0.158） 0.160 0.132 0.066
（0.911） （0.921 （0.463 （0.225）
東急電鉄ダミー － 0.053） 0.058 －0.130 －0.205
（0.207） （0.231） （－0.261） （－0.417）
多摩都市モノレール・ダミー － －0.990*** －1.009*** －0.957*** －1.015***
（－3.604） （－3.685） （－3.193） （－3.361）
定数項 － 5.650** 5.589** 6.147** 5.480*
（2.556） （2.514） （2.169） （1.920）
決定係数 0.575 0.576 0.529 0.532
標本数 163 163 107 107
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いた場合も、説明変数の有意性に多少の変化はみられるものの、上述の内容と同様の傾向が認め
られるといえそうである８）。
４．結論と今後の課題
　本研究では、GISを用いて駅周辺の人口や人口構成、各種施設等に関するデータを作成し、駅
利用者数に影響を与える要因について実証分析を行った。本研究の推定によって次のことが明ら
かにされており、そこには人口減少や高齢化のもと、また厳しい財政状況のなかで、どのように
まちづくりを進めるか考える上で役に立つであろう情報も含まれていた。
　駅周辺人口は駅利用者数に正の影響を与える要因であった。これは、徒歩圏内である駅から半
径800m以内に着目しても、自転車等の交通用具を使用する必要のある駅から半径1,500m以内
に着目しても同様であった。ただし、19～ 64歳人口と19歳未満人口では駅利用状況に差異は
ないが、これらよりも65歳以上人口は駅利用が少ない可能性があった。また駅周辺における事
業所と大学の存在も、駅利用者数に正の影響を与える要因であった。
　このほかに、ターミナル性の高い急行停車駅では定住人口や事業所、大学の存在以上に駅利用
が多いことも示されていた。さらにJR東日本の路線との比較でみたとき、小田急電鉄と東京急行
電鉄に差異は認められないが、京王電鉄と多摩都市モノレールの利用者数は少ないこともわかっ
た。
　その一方で、駅周辺における商業施設や病院の存在では駅利用者数とのあいだに有意な関係を
見出すことができなかった。病院数が有意な結果にならなかった理由は、駅利用者数全体に占め
る病院利用者の比率が非常に小さいことが原因だと考えられた。しかし、商業施設については一
般に駅利用者数と正の相関があると考えられることから、検討の余地があるといわざるを得ない
だろう。
（なかむら　ただかつ・高崎経済大学地域政策学部准教授）
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付　録
１．GISを活用した変数の作成方法
　本研究では、GIS（Geometric Infomation System, 以下GIS）を活用して駅周辺の状況に関するデー
タを収集している。ここで、GISによる変数の作成方法について説明するとともに、それに伴っ
て発生したいくつかの問題に対する本研究の対応を記しておく。
　GISのデータは、ポイントデータとポリゴンデータに分類することができる。
　ポイントデータとは、空間上の点としてGIS上に表されるデータのことであり、たとえば商業
施設数や病院数などがこれにあたる。付図１にはポイントデータのイメージが示してある。点線
で示されている円はX駅を中心とするバッファ（範囲）であり、「＊」はデータの所在するポイ
ントである。本研究では、駅を中心として800mあるいは1,500mのバッファをとり、その範囲
に存在するすべてのポイントデータを取得している。
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　ポリゴンデータとは、町丁目やメッシュといったポリゴン（面）に従属してGIS上に表されるデー
タであり、たとえば町丁目人口や500ｍメッシュ事業所数などがこれに含まれる。付図２にはポ
リゴンデータのイメージが示してある。やはり点線で示されている円はX駅を中心とするバッ
ファであるが、ポイントデータとは異なってこの範囲にあるデータを抽出すればよいというわけ
にはいかない。なぜなら、上述のとおりポリゴンデータはA町やB町という単位でのデータであ
る上、GISはバッファのかかっているポリゴンデータをすべて取得してしまうという特性をもつ
からである。そこで本研究では、バッファ面積とポリゴン面積の比によってデータを按分してい
る。たとえば、付図２の場合は次のような計算を行っている。
　また付図３のように、駅間の距離が短い首都圏など大都市部を分析対象にしたり、駅を中心と
するバッファを大きくとったりする場合、近隣の駅のバッファ同士が重複してしまうことがある。
バッファ同士が重複した場合には按分などの方法をとるべきかもしれないが、本研究ではこのよ
うな措置はとっていないことに注意してほしい。本研究の分析対象とする東京都多摩地区では鉄
道路線が複雑に配置されていることから、バッファ同士が大きく重複してしまうケースが多数発
生したためである。バッファの重複部分を按分すると、駅周辺の状況を表すデータがあまりにも
過小になる危険を避けることとした。
付図１　ポイントデータ
　　　　　　　注： はデータの所在するポイント
　　　　　　　出所：筆者作成
　
Ｘ駅周辺データ＝Ａ町のデータ×
Ａ町にかかっているＸ駅のバッファ面積
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ａ町の面積
　
　　　　　　　＋Ｂ町のデータ×
Ｂ町にかかっているＸ駅のバッファ面積
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｂ町の面積
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２．シミュレーション分析
　第３節に示されている推定結果のうち、モデル１－１にもとづいてシミュレーション分析を
行った結果は付表１に示してある。
　ただし本研究では、その目的から新駅の設置などは検討していないため、東京都多摩地域と神
奈川県東部地域の代表的ないくつかの駅の実績値と理論値の比較として掲載する。ここで理論値
とは、シミュレーション分析に用いたモデル１－１によって説明できる範囲での駅利用者数、す
なわち各駅の需要の大きさを表していると理解できる。なお両者の差分は、本研究の実証モデル
によって説明できていない部分であることから、残差であることに注意して欲しい。
付図３　バッファの重複
　　　　　　　　　　出所：筆者作成
付図２　ポリゴンデータ
　　　　　　　　　　出所：筆者作成
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付表１　シミュレーション分析の結果
　　注：単位は千人・年である。
鉄道会社／路線 実績値 理論値 実績値－理論値
JR東日本
中央線 立川駅 57,695 68,156 －10,461
八王子駅 29,300 65,204 －35,904
高尾駅 11,265 10,900 365
横浜線 橋本駅 21,553 27,879 －6,326
相模原駅 10,179 23,388 －13,209
町田駅 39,347 22,765 16,582
長津田駅 20,447 15,908 4,539
新横浜駅 19,575 30,124 －10,549
相模線 上溝駅 2,045 6,308 －4,263
海老名駅 3,377 17,690 －14,313
京王電鉄
京王線 調布駅 20,903 36,658 －15,755
分倍河原駅 15,472 14,973 499
高幡不動駅 10,789 12,211 －1,422
北野駅 4,057 9,454 －5,397
京王八王子駅 10,773 35,473 －24,700
高尾線 高尾駅 5,019 7,470 －2,451
相模原線 京王多摩センター駅 15,178 13,460 1,718
南大沢駅 10,970 25,198 －14,228
橋本駅 16,019 21,317 －5,298
小田急電鉄
小田原線 登戸駅 27,101 29,110 －2,009
新百合ヶ丘駅 20,045 17,112 2,933
町田駅 52,930 24,047 28,883
相模大野駅 16,286 36,609 －20,323
本厚木駅 26,131 46,630 －20,499
秦野駅 7,691 5,067 2,624
小田原駅 11,815 21,377 －9,562
江ノ島線 中央林間駅 16,252 20,126 －3,874
大和駅 19,933 28,744 －8,811
湘南台駅 14,963 24,822 －9,859
藤沢駅 27,782 41,311 －13,529
東京急行電鉄
田園都市線 溝の口駅 44,101 39,053 5,048
たまプラーザ駅 12,618 26,496 －13,878
あざみ野駅 23,685 32,087 －8,402
長津田駅 23,973 15,470 8,503
中央林間駅 17,766 20,091 －2,325
多摩都市モノレール
上北台駅 2,182 2,135 47
玉川上水駅 3,652 2,692 960
立川北駅 6,714 9,298 －2,584
立川南駅 5,240 8,790 －3,550
甲州街道駅 1,192 2,265 －1,073
